
１．役所の本庁舎等の水害対策について（P15）

• 本庁舎等注１の浸水の危険性を認識しているにもかかわらず、本庁舎等の水害対策を

 

実施していない市区町村が約48％（44市区町村）

 

• 本庁舎等注１の浸水の危険性を認識しているにもかかわらず、本庁舎等の水害対策を

 

実施していない市区町村が約48％（44市区町村）

【Q.1-1】

 

本庁舎等が浸水する危険性はありますか。
【Q.2-1】

 

本庁舎等の浸水被害を回避・軽減するための対策を実施していますか。
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52.9%

48.4%

81.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①浸水の危険性がある

②浸水の危険性はあるが、
浸水深はわからない

①+②「浸水の危険性はある」
とする総計

③浸水の危険性はない

1.実施している 2.実施していない

N=７４

N=１７

N=２３０

N=９１

２．役所の本庁舎等の重要設備の水害対策について（P24）

• 本庁舎等の浸水危険性があると認識している市区町村でも、重要設備注２の水害対策

 

の実施率は約27％（25市区町村）

 

• 本庁舎等の浸水危険性があると認識している市区町村でも、重要設備注２の水害対策

 

の実施率は約27％（25市区町村）

【Q.1-1】

 

本庁舎等が浸水する危険性はありますか。
【Q.3-1】

 

重要設備の浸水被害を回避・軽減するための対策を実施していますか。
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12.6%

71.6%

76.5%

72.5%

87.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①浸水の危険性がある

②浸水の危険性はあるが、
浸水深はわからない

①+②「浸水の危険性はある」
とする総計

③浸水の危険性はない

1.実施している 2.実施していない

N=７４

N=１７

N=２３０

N=９１
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Q.1-1

↓

Q.2-1 →

Q.1-1
↓

Q.3-1 →

注１：災害対策本部を設置予定の庁舎

注２：非常用発電装置、受変電設備、通信設備、データサーバ等
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３．役所の本庁舎等が被災した場合に災害対策本部を設置する代替施設について（P30、P31）

• 本庁舎等の浸水危険性があると認識している市区町村のうち、災害対策本部を設置す

 

る代替施設を指定しているのは約49％（45市区町村）

 

• 代替施設を指定している全ての市区町村が、本庁舎等と同じ市区町村内に災害対策

 

本部の代替施設を指定

 

• 本庁舎等の浸水危険性があると認識している市区町村のうち、災害対策本部を設置す

 

る代替施設を指定しているのは約49％（45市区町村）

• 代替施設を指定している全ての市区町村が、本庁舎等と同じ市区町村内に災害対策

 

本部の代替施設を指定

４．避難勧告基準の有無について（P35、P36）

N=１５６

• 利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村の約29％（45市区町村）が避難勧告の

 

明確な基準を有していない

 

• 利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村の約29％（45市区町村）が避難勧告の

 

明確な基準を有していない

（利根川、荒川の浸水想定区域が含まれる市区町村）

67.9 28.8

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.明確な基準があり、地域防災計画に記載している

2.明確な基準があるが、地域防災計画には記載していない

3.明確な基準は無い

明確な基準があり、地域防災計画に記載している
明確な基準はあるが、地域防災計画に記載していない
明確な基準は無い

青枠：利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村の範囲

【Q.5-1】

 

「避難勧告」の基準の有無および地域防

 

災計画への記載についてお答え下さい。

【Q.1-1】

 

本庁舎等が浸水する危険性はありますか。
【Q.4-1】

 

本庁舎等が被災した場合に災害対策本部を設置する代替施設を定めていますか。
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①浸水の危険性がある

②浸水の危険性はあるが、
浸水深はわからない

①+②「浸水の危険性はある」
とする総計

③浸水の危険性はない

1.代替施設を事前に定めている 2.代替施設は事前に定めていない 3.その他

N=７４

N=１７

N=２３０

N=９１

Q.1-1

↓

Q.4-1 →



５．避難勧告の判断基準における客観的数値について（P41、P42）

• 利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村において、避難勧告の判断基準に客観

 

的数値を定めている市区町村は、明確な判断基準を有する市区町村の約31％（34市

 

区町村）

 

• 利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村において、避難勧告の判断基準に客観

 

的数値を定めている市区町村は、約22％（34市区町村）

 

• 利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村において、避難勧告の判断基準に客観

 

的数値を定めている市区町村は、明確な判断基準を有する市区町村の約31％（34市

 

区町村）

• 利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村において、避難勧告の判断基準に客観

 

的数値を定めている市区町村は、約22％（34市区町村）

【Q.5-3】

 

客観的数値を用いた避難勧告基準を定め

 

ていますか。

（利根川、荒川の浸水想定区域が含まれる市区町村）

30.6 69.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.定めている 2.定めていない

青枠：利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村の範囲

定めている
定めていない
この設問に非該当

N=１１１

６．避難所の浸水対策について（P61、P62）

N=１５６

把握している
把握していない

【Q.8-1】

 

浸水危険性のある避難を把握しています

 

か。

青枠：利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村の範囲
3

（利根川、荒川の浸水想定区域が含まれる市区町村）

83.3 16.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.把握している 2.把握していない

• 利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村の約17％（26市区町村）が浸水危険性

 

のある避難所を把握していない

 

• 利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村の約17％（26市区町村）が浸水危険性

 

のある避難所を把握していない

【Q.5-1】「避難勧告」の基準の有無および地域防災計画への記載についてお答えください。

有効回答数（利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村） 156

【Q.5-1】「避難勧告」の基準の有無および地域防災計画への記載についてお答えください。

有効回答数（利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村） 156



45.6 54.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.広域避難計画がある 2.広域避難計画がない

（利根川、荒川の浸水想定区域が含まれる市区町村）

44.2

1.6

0.0

52.7

22.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.地震用の避難所と水害用の

避難所を区別している

2.浸水危険性のある一部の避難所で

止水対策を実施している

3.浸水危険性のある全ての避難所で

止水対策を実施している

4.避難所が浸水した場合には、

浸水していない上層階を利用する

5.その他

　

７．避難所の浸水対策の内容について（P64）

【Q.8-2】

 

避難所の水害対策として、どのような対策を実施していますか。（複数回答可）

N=１２９

• 利根川、荒川の浸水想定区域を含み、浸水危険性のある避難所を把握している市区町

 

村のうち、地震用の避難所と水害用の避難所を区別しているのは約44％（57市区町村）、

 

避難所が浸水した場合には、浸水していない上層階を利用するのは約53％（68市区町

 

村）

 

• 利根川、荒川の浸水想定区域を含み、浸水危険性のある避難所を把握している市区町

 

村のうち、地震用の避難所と水害用の避難所を区別しているのは約44％（57市区町村）、

 

避難所が浸水した場合には、浸水していない上層階を利用するのは約53％（68市区町

 

村）

８．広域避難計画の有無について（P71、P74）

広域避難計画がある
広域避難計画が無い
この設問に非該当

• 広域避難が必要となる事態を想定している市区町村の約54％（31市区町村）は、他市

 

区町村への広域避難計画がない

 

• 広域避難が必要となる事態を想定している市区町村の約54％（31市区町村）は、他市

 

区町村への広域避難計画がない

【Q.9-3】

 

他市区町村との広域避難計画の有無に

 

ついてお答え下さい。

青枠：利根川、荒川の浸水想定区域を含む市区町村の範囲 4

N=５７



９．広域避難時の避難受入施設の指定について（P75）

【Q.9-4】

 

広域避難計画の内容についてお答えください。（複数回答可）

73.1

7.7

26.9

19.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.避難者の受入に関する
協定を締結している

2.他市区町村からの避難者の

受入施設を予め指定している

3.自市区町村の避難者の他市区町村への

避難受入施設を指定してもらっている

4.その他

　

N=２６

• 広域避難計画のある市区町村のうち、自市区町村の避難者の避難受入施設を他市区

 

町村に指定してもらっているのは約27％（7市区町村）

 

• 広域避難計画のある市区町村のうち、自市区町村の避難者の避難受入施設を他市区

 

町村に指定してもらっているのは約27％（7市区町村）

0.0

26.9

73.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.具体的な広域避難誘導の手順を

記載したマニュアルを用意している

2.警察等の他機関と連携した

誘導体制を整備している

3.その他

　

10．広域避難の誘導体制について（P77）

N=２６

• 広域避難計画のある市区町村のうち、具体的な広域避難誘導の手順を記載したマニュ

 

アルを用意している市区町村は無い

 

• 広域避難計画のある市区町村のうち、具体的な広域避難誘導の手順を記載したマニュ

 

アルを用意している市区町村は無い

【Q.9-5】

 

広域避難の誘導体制についてお答え下さい。（複数回答可）

5



23.4 76.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.想定している 2.想定していない

11．民間ビル、マンション等の上層階への避難について（P83、P85）

【Q.10-1】

 

上層階に避難することを想定していますか。 N=３３３

• 1都6県の市区町村の約23％（78市区町村）は、民間ビル、マンション等の上層階への

 

避難を想定

 

• このうちビル、マンション等の管理者と屋外滞留者の受入について協定を締結している

 

のは２市区町村（約3％）のみ

 

• 1都6県の市区町村の約23％（78市区町村）は、民間ビル、マンション等の上層階への

 

避難を想定

• このうちビル、マンション等の管理者と屋外滞留者の受入について協定を締結している

 

のは２市区町村（約3％）のみ

6

【Q.10-2】

 

上層階への避難について、どのような対策を実施していますか。

回答数 ％

1.浸水までに時間的な猶予が無い場合には、ビルやマンション内の人が上層階に
避難することを奨励している

37 47.4

2.浸水までに時間的な猶予が有る場合には、最寄りの避難所への避難を奨励して
いる

34 43.6

3.浸水までの時間に関わりなく、ビルやマンション内の人が上層階に避難するこ
とを奨励している

16 20.5

4.屋外滞留者の受入について、ビル・マンション管理者と協定を締結している 2 2.6

5.その他 18 23.1

回答者数（N値） 78 100.0
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